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 新型コロナウイルス感染症が世界各国に広がり、ＷＨＯも世界的大流行であると判断し、経済活

動も停滞しています。わが国においては、政府の「緊急対応策－第2弾」のもと、国内での健康被

害を最小限に抑えるため、さらなる対策強化が図られることとなっています。 

一方で、全国の小中高等学校等の臨時休業による学齢期にある子どもたちの生活支援や、急な収

入減少により生計維持が困難な人びとへの相談支援をはじめ、高齢者、障害者、児童等各分野の福

祉サービスが果たす役割が非常に重要になっています。 

私たち全国の社会福祉関係者は、極めて厳しい状況下にあっても感染拡大防止に努めつつ、日々、

さまざまに生ずる生活課題・困難に真摯に向き合い、その対応に全力を尽くす所存です。 

 つきましては、以下の要望事項についてご高配賜りますようお願い申しあげます。 

記 

１．事業継続のための財政措置を講じていただきたい 

 児童養護施設等においては、休校中の入所児童への支援を行うために臨時職員、代替職員を雇用

しようにも困難な状況であり、既存の職員で対応しています。さらに、各分野の福祉施設・事業所

においても出勤できない職員がおり、一部の職員に長時間労働、頻回の夜勤等、過度な負担が生じ

ています。臨時職員、代替職員を雇用するだけではなく、既存職員の負担軽減を図る等のための費

用も含め、確実な財政措置を講じてください。 

 また、利用者や従事者が新型コロナウイルス感染症に感染し、当該福祉施設・事業所が閉鎖され、

サービスの提供を停止した場合にあっても、地域において必要な介護・障害児者へのサービス提供

が継続できるよう、融資によらず事業継続を図るための財政措置を講じてください。 

就労継続支援事業所においては、各種イベントの中止や施設外での就労機会のキャンセルが相次

ぐ等により、利用者の就労継続が困難な状況が生じているため、それを補う財政措置を講じてくだ

さい。 



 

 

 

 

２．マスク等の衛生用品を優先的に確保していただきたい 

 乳幼児、高齢者、障害者児をはじめとするケアを必要とするサービス利用者の感染防止、社会福

祉施設、在宅福祉サービス事業所等の事業継続を可能とするため、マスク、消毒薬、介護用手袋等

の衛生用品を優先的に確保できるよう措置を講じてください。 

 今後、多数の相談者を受け入れることが見込まれる、生活困窮者自立支援機関等の総合相談窓口

や生活福祉資金貸付の受付業務、地域包括・在宅介護支援センター等において、その事業継続およ

び感染拡大防止を図るため、マスク、消毒薬、介護用手袋等の衛生用品を優先的に確保できるよう

措置を講じてください。 

 

3．医療機関、医療従事者と同等の措置を講じていただきたい 

 福祉サービス利用者、従事者への感染防止等に向けた政府によるさまざまな施策について、医療

機関、医療従事者と同等の取り扱いとしてください。 

また、サービス利用者、従事者に新型コロナウイルス感染症への感染が疑われる事案が発生した

場合には、優先的にPCR検査を受けることができるよう徹底するとともに、医療機関や保健所との

連携のもと、適切な医療支援が図られる体制を確保してください。 

 

４．生活福祉資金貸付の特例措置の実施に向けて緊急対応を図っていただきたい 

 今回の特例貸付は、新型コロナウイルスの影響によって所得が減少した者を対象に貸付けること

とされ、現場において、相当な数の借入申し込みが想定されます。 

当面207億円の財源で対応してまいりますが、貸付原資の不足する事態となった場合や窓口体制

および償還までの事務量等に対する事務費（相談、貸付申込・送金事務、償還事務）について、必

要な財源措置を継続して確保してください。 

 また、総合支援資金については、生活困窮者自立支援制度における自立相談支援機関において、

相談を行ったうえで自立支援計画を策定し、貸付けを行うこととされています。迅速に貸付を実施

するためにも、生活困窮者自立支援関係機関の相談支援体制の確保が図られるよう、財政的支援を

図ってください。 

 



 

 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 政策委員会 

都道府県・指定都市社会福祉協議会 

市区町村社会福祉協議会〈地域福祉推進委員会〉 

全国民生委員児童委員連合会 

全国社会就労センター協議会 

全国身体障害者施設協議会 

全国保育協議会 

全国保育士会 

全国児童養護施設協議会 

全国乳児福祉協議会 

全国母子生活支援施設協議会 

全国福祉医療施設協議会 

全国救護施設協議会 

全国地域包括・在宅介護支援センター協議会 

全国ホームヘルパー協議会 

日本福祉施設士会 

全国社会福祉法人経営者協議会 

障害関係団体連絡協議会 

全国厚生事業団体連絡協議会 

高齢者保健福祉団体連絡協議会 

全国老人クラブ連合会 


